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厚生労働省老健局老人保健課ほか 
 

貴関係諸団体に速やかに送信いただきますよう

よろしくお願いいたします。 

各都道府県介護保険担当課（室）
各市町村介護保険担当課（室） 
各 介 護 保 険 関 係 団 体  御 中 

← 厚生労働省 老健局老人保健課ほか

今回の内容 

 

平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol．3）

（平成 24 年 4 月 25 日）について 

 

 

計８枚（本紙を除く） 
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【介護保険３施設共通】 

○ 口腔機能維持管理加算 

問 11 口腔機能維持管理加算は、歯科衛生士による口腔ケアが月４回以上実

施されている場合に算定できるが、同一日の午前と午後それぞれ口腔ケア

を行った場合は 2 回分の実施とするのか。 

（答） 

同一日の午前と午後それぞれ口腔ケアを行った場合は、1 回分の実施とな

る。 

 

【介護職員処遇改善加算】 

○ 区分支給限度基準額との関係 

問 12 介護報酬総単位数が区分支給限度基準額を超えた場合、介護職員処遇

改善加算はどのように算定するのか。 

（答） 

  介護職員処遇改善加算は、サービス別の介護報酬総単位数にサービス別

の加算率を乗じて算出する。 

その上で、利用者負担を算出する際には、まず介護報酬総単位数が区分

支給限度基準額を超えているか否かを確認した上で超えている場合には、

超過分と当該超過分に係る加算は保険給付の対象外となる。 

 

問 13 複数のサービスを利用し、区分支給限度基準額を超えた場合、どのサ

ービスを区分支給限度基準額超過の取扱いとするのか。また、それは誰が

どのように判断するのか。 

（答） 

  これまでの取扱いと同様に、いずれのサービスを区分支給限度基準額超

過の取扱いとしても構わない。また、ケアプラン作成時に、ケアマネジャ

ーがどのサービスを区分支給限度基準額超過とするかについて判断する。 

 

○ 賃金改善実施期間 

問 14 賃金改善実施期間は、加算の算定月数より短くすることは可能か。 

（答） 

加算の算定月数と同じ月数とすること。 
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問 15 介護職員処遇改善交付金を受けておらず、平成 24 年４月から新規に介

護職員処遇改善加算を算定する事業所について、国保連からの支払いは６

月になるので、賃金改善実施期間を６月からとすることは可能か。 

（答） 

  賃金改善実施期間は原則４月から翌年３月までの１年間とすることとし

ているが、６月からの１年間として取扱うことも可能である。 

 

○ その他 

問 16 介護職員処遇改善実績報告書の「介護職員処遇改善加算総額」欄には

保険請求分に係る加算総額を記載するのか。 

（答） 

  保険請求分に係る加算額（利用者１割負担分を含む）と区分支給限度基

準額を超えたサービスに係る加算額を合算した額を記載することとし、そ

の内訳が分かるようにすること。 

 

問 17 地域密着型サービスの市町村独自加算については、介護職員処遇改善

加算の算定における介護報酬総単位数に含めてよいか。 

（答） 

介護報酬総単位数に含める取扱いとなる。 
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